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Ⅰ　問題の所在と目的
文部科学省（以下「文科省」、2009）は、「発達障害等困難のある生徒の
中学校卒業後における進路に関する分析」において、高等学校に進学する
発達障害等困難のある生徒の高等学校進学者全体に対する割合は約2.2％
であり、全日制課程（1.8％）に比べ、定時制（14.1％）や通信制（15.7％）
の課程に多く在籍していることを報告している。このように、高等学校に
は特別な教育的ニーズを必要とする生徒が実際に在籍していることから、
該当生徒が十分な教育を受けられるようにするために、適切な支援の在り
方や実効性のある校内体制の構築等が求められているのが現状である。
このような中、現行の小・中学校の通級による指導と同様の障害による
学習上又は生活上の困難を改善・克服するための指導を行うため、特別の
教育課程を編成・実施するとともに、教科指導等を通した個々の能力・才
能を伸ばす指導について研究を行うことを通して、高等学校等における特
別支援教育を充実し、障害のある生徒の自立や社会参加を推進することを
目的として高等学校における個々の能力・才能を伸ばす特別支援教育事業
（文科省、2014）が開始された。具体的には、高等学校等の特別支援教育
に関する教育課程等の改善に資する実証的資料を得るため、生徒一人一人
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の実態把握や個別の目標設定等において、自立活動の６区分27項目との
関連付けを図りながら授業内容の検討を進めており、ソーシャルスキル
トレーニング（Social Skills Training、以下「SST」）や、授業のユニバー
サルデザイン化及び将来の社会自立を見据えたライフスキル（Life Skills）
の獲得等に関する取組が多くみられる。
また、学校教育法施行規則及び文部科学省告示（2016）が改正され、
高等学校において通級による指導（障害による特別の指導）（2018）が実
施された。具体的には、対象生徒に対して、①障害による学習上や生活上
のつまずき（困難）に着目したよりきめ細かい指導・支援が可能となるこ
とにより、その改善・克服につなげる、②自立や社会参加を図るために必
要な能力の育成、通常の学級における授業の理解促進や、生徒指導上の課
題の解決、③生徒本人の学習意欲や自己肯定感の向上等、また、教員や保
護者等に対しては、①学校全体で特別支援教育に取り組む体制整備、②教
職員・保護者等の理解の深まり、③保護者等との信頼関係の醸成、④関係
機関とのネットワークの活用、等が効果として挙げられ、高等学校におけ
る自立活動を中心とした学習内容や指導方法等の充実が求められている。
一方、障害生徒の大学等（短期大学、高等専門学校を含む）における現
状をみると、進学率は年々向上しており、発達障害学生在籍学校数の推移
（高橋、2018）では、発達障害学生（診断書有）が一人でも在籍すると報
告した大学等が495校となっている。また、入学後の課題では、発達障害
の理解、体制・連携、自己理解、教員・保護者の理解等に関する内容が報
告されており、小学校、中学校、高等学校等から積み重ねてきた発達障害
の特性に合わせた支援の連続性や系統性が求められているところである。
さらに、大学等に在籍する発達障害学生の構成比は、高機能自閉症等が
71.9％となっており、高等学校から大学、就労先等への移行支援を検討す
る際、コミュニケーション面や対人関係面等で求められるスキルの獲得を
目指した自立活動の指導が求められる。
以上のことから、今回の研究では、高等学校の教員に対する自立活動に
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関する意識を調査し、発達障害生徒の自立を叶える支援のさらなる充実を
目指した、自立活動の在り方を明確にすることを目的とする。
Ⅱ　方法
１　手続き
（１）対象者
　Ａ県立Ｂ高等学校教員30名に対するアンケート調査。
（２）内容
①教職経験年数、②担当教科、③発達障害生徒への指導で困難な点、
④自立活動６区分27項目における指導の際の重要度である。
（３）時期
201X年５月。
なお、Ａ県立Ｂ高等学校所属長に対する研究の説明及び同意に関して
は、口頭にて行い承諾を頂いた。
Ⅲ　結果
Ａ県立Ｂ高等学校教員30名のうち、アンケート回答者は30名（回収率
100％）であった。
１　教職経験年数
Ａ県立Ｂ高等学校教員30名の教職経験年数を質問した。
結果は、１年目～10年目が６名、11年目～20年目が８名、21年目～30
年目が10名、31年目～38年目が６名となっている。
２　担当教科
Ａ県立Ｂ高等学校教員30名の各担当教科を質問した。
結果は、国語４名、数学４名、社会３名、理科４名、英語３名、体育３
名、美術２名、書道１名、情報２名、家庭２名、養護教諭２名となっている。
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３　発達障害生徒への指導で困難な点
授業や学校生活全般において、発達障害生徒を指導する上での困難な点
について質問をした。
発達障害生徒への指導で困難な点を表１に示す。
表１　発達障害生徒への指導で困難な点
発達障害生徒への指導で困難な点
１　具体的な支援　　　　　　　　　　　　24％
２　実態把握　　　　　　　　　　　　　　19％
２　保護者との連携　　　　　　　　　　　19％
４　目標設定　　　　　　　　　　　　　　13％
４　評価　　　　　　　　　　　　　　　　13％
６　教材の準備　　　　　　　　　　　　　12％
具体的な支援が24％、実態把握と保護者との連携がそれぞれ19％と高
くなっている。この３点を合計すると約６割を占めることになり、発達障
害生徒一人一人に対する実態把握をどのように適切な支援につなげるかの
アセスメントや保護者支援に関する内容が多く挙げられた。
４　自立活動６区分27項目との関連
（１）自立活動６区分における指導の重要性
自立活動の６区分の中で、発達障害生徒への支援で、指導上特に有効で
あると思われる区分について質問をした。
発達障害生徒への支援で有効であると思われる区分を表２に示す。
表２　発達障害生徒への支援で有効であると思われる区分
６区分
１区分「健康の保持」　　　　　　　　　　  17％
２区分「心理的な安定」　　　　　　　　　  15％
３区分「人間関係の形成」　　　　　　　　  23％
４区分「環境の把握」　　　　　　　　　　  ９％
５区分「身体の動き」　　　　　　　　　　  11％
６区分「コミュニケーション」　　　　　　  24％
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６区分「コミュニケーション」が24％、３区分「人間関係の形成」が
23％と高くなっており、２つの区分を合わせると約５割を占めている。
（２）自立活動１区分「健康の保持」各項目の指導における重要度
自立活動１区分「健康の保持」各項目の指導における重要度について質
問をした。
自立活動１区分「健康の保持」各項目の指導における重要度を表３に示
す。
表３　自立活動１区分「健康の保持」
１区分「健康の保持」
１項目「生活のリズムや生活習慣の形成に関すること」　　　　32％
２項目「病気の状態の理解と生活管理に関すること」　　　　　20％
３項目「身体各部の状態の理解と養護に関すること」　　　　　２％
４項目「障害の特性の理解と生活環境の調整に関すること」　　30％
５項目「健康状態の維持・改善に関すること」　　　　　　　　18％
１項目「生活のリズムや生活習慣の形成に関すること」が32％、４項
目「障害の特性の理解と生活環境の調整に関すること」が30％と高くなっ
ており、この２つの項目を合わせると約６割を占めている。
（３）自立活動２区分「心理的な安定」各項目の指導における重要度
自立活動２区分「心理的な安定」各項目の指導における重要度について
質問をした。
自立活動２区分「心理的な安定」各項目の指導における重要度を表４に
示す。
１項目「情緒の安定に関すること」が41％、２項目「状況の理解と変化
への対応に関すること」、３項目「障害による学習上又は生活上の困難を
改善・克服する意欲に関すること」が、それぞれ29％と高くなっている。
３つの項目とも約３～４割を占めている。
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表４　自立活動２区分「心理的な安定」
２区分「心理的な安定」
１項目「情緒の安定に関すること」　　　　　　　　　　41％
２項目「状況の理解と変化への対応に関すること」　　　29％
３項目「障害による学習上又は生活上の困難を改善・　 　　
克服する意欲に関すること」　　　　　　　　　29％
（４）自立活動３区分「人間関係の形成」各項目の指導における重要度
自立活動３区分「人間関係の形成」各項目の指導における重要度につい
て質問をした。
自立活動３区分「人間関係の形成」各項目の指導における重要度を表５
に示す。
表５　自立活動３区分「人間関係の形成」
３区分「人間関係の形成」
１項目「他者とのかかわりの基礎に関すること」　　　　29％
２項目「他者の意図や感情の理解に関すること」　　　　26％
３項目「自己の理解と行動の調整に関すること」　　　　24％
４項目「集団への参加の基礎に関すること」　　　　　　21％
１項目「他者とのかかわりの基礎に関すること」が29％、２項目「他
者の意図や感情の理解に関すること」が26％と高くなっている。また、
４つの項目全てが２割より高い数値となっている。
（５）自立活動４区分「環境の把握」各項目の指導における重要度
自立活動４区分「環境の把握」各項目の指導における重要度について質
問をした。
自立活動４区分「環境の把握」各項目の指導における重要度を表６に示
す。
２項目「感覚や認知の特性についての理解と対応に関すること」が
38％、４項目「感覚を総合的に活用した周囲の状況についての把握と状
況に応じた行動に関すること」が29％となっており、２つの項目を合わ
せると約７割を占めている。
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表６　自立活動４区分「環境の把握」
４区分「環境の把握」
１項目「保有する感覚の活用に関すること」　　　　　　　　　　13％
２項目「感覚や認知の特性についての理解と対応に関すること」　38％
３項目「感覚の補助及び代行手段の活用に関すること」　　　　　13％
４項目「感覚を総合的に活用した周囲の状況についての把握と　　 　
状況に応じた行動に関すること」　　　　　　　　　　　29％
５項目「認知や行動の手掛かりとなる概念の形成に関すること」　８％
（６）自立活動５区分「身体の動き」各項目の指導における重要度
自立活動５区分「身体の動き」各項目の指導における重要度について質
問をした。
自立活動５区分「身体の動き」各項目の指導における重要度を表７に示
す。
表７　自立活動５区分「身体の動き」
５区分「身体の動き」
１項目「姿勢と運動・動作の基本的技能に関すること」　　　　　　23％
２項目「姿勢保持と運動・動作の補助的手段の活用に関すること」　13％
３項目「日常生活に必要な基本動作に関すること」　　　　　　　　33％
４項目「身体の移動能力に関すること」　　　　　　　　　　　　　７％
５項目「作業に必要な動作と円滑な遂行に関すること」　　　　　　23％
３項目「日常生活に必要な基本動作に関すること」が33％、１項目「姿
勢と運動・動作の基本的技能に関すること」、５項目「作業に必要な動作
と円滑な遂行に関すること」がそれぞれ23％と高くなっており、３つの
項目を合わせると約８割を占めている。
（７）自立活動６区分「コミュニケーション」各項目の指導における重要度
自立活動６区分「コミュニケーション」各項目の指導における重要度に
ついて質問をした。
自立活動６区分「コミュニケーション」各項目の指導における重要度を
表８に示す。
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表８　自立活動６区分「コミュニケーション」
６区分「コミュニケーション」
１項目「コミュニケーションの基礎的能力に関すること」　　　23％
２項目「言語の受容と表出に関すること」　　　　　　　　　　23％
３項目「言語の形成と活用に関すること」　　　　　　　　　　11％
４項目「コミュニケーション手段の選択と活用に関すること」　18％
５項目「状況に応じたコミュニケーションに関すること」　　　25％
５項目「状況に応じたコミュニケーションに関すること」が25％、１
項目「コミュニケーションの基礎的能力に関すること」、２項目「言語の
受容と表出に関すること」が、それぞれ23％と高くなっており、３つの
項目を合わせると約７割を占めている。
（８）自立活動を指導する際の考えられる具体的内容
発達障害生徒に自立活動を指導する際の考えられる具体的内容について
質問をした。その結果の主な項目の三点を以下に示す。
一点目は、一人一人の学習スピードに合わせたスモールステップによる
課題解決や実験等における火気・薬品などの取扱への配慮、調理実習や作
業における基本的なスキルの習得等の教科の指導（授業の改善）に関する
内容、二点目は、アクティブラーニング等での話し合える環境作りや視覚
的支援等の環境調整に関する内容、三点目は、コミュニケーション活動
（ペア、グループ活動）における友達との関わり方、発表の場面での配慮、
ビジョントレーニング、アンガーマネジマント、ライフスキルトレーニン
グ等、SSTを中心としたスキル獲得に関する内容等が挙げられた。
（９）自立活動を導入するにあたり検討が必要な点
高等学校において、自立活動を導入するにあたり検討が必要と考えられ
る点について質問をした。
具体的には、①発達障害生徒の指導をする上で求められる生徒の実態把
握を中心としたアセスメント力や適切な指導に関する内容、②中学校から
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の移行支援に関する内容、③保護者への説明責任を中心とした連携の在り
方に関する内容、④教育課程の編成や人員、設備等を中心とした学校体制
整備の内容等について挙げられている。
Ⅳ　考察
今回の調査結果では、自立活動の６区分の中の、３区分「人間関係の形
成」と６区分「コミュニケーション」において、重要度がそれぞれ20％
を超えており、数値が高くなった。また、自由記述においても、SST、感
情のコントロール等、生活や学習に必要なスキルを身に付けさせたいとい
う希望が多くみられた。
特に、重要度として高い数値を示した順にみると、第１番目は、２区分
「心理的な安定」１項目「情緒の安定に関すること」（41％）、第２番目は、
４区分「環境の把握」２項目「感覚や認知の特性についての理解と対応に
関すること」（38％）、第３番目は、５区分「身体の動き」３項目「日常生
活に必要な基本動作に関すること」（33％）、第４番目は、１区分「健康
の保持」１項目「生活のリズムや生活習慣の形成に関すること」（32％）、
第５番目は、１区分「健康の保持」４項目「障害の特性の理解と生活環境
の調整に関すること」（30％）となっている。
この内容を分析してみると、心理的な安定、日常生活に必要な基本動
作、生活のリズム、障害の特性の理解と生活環境の調整等、大学等への進
学や就労生活において求められる内容が多くなっている。
発達障害者の就労上の課題については、コミュニケーションや社会性等
の課題が周囲に理解されにくいことなど、対人関係面や職場環境面といっ
た主に、人との関わりのスキル（ソフトスキル）に関する支援の必要性が
数多く報告されており、在学中にソフトスキルを獲得することができるよ
うに計画的に準備をする必要がある。
その際、自立活動の具体的な指導内容は、各区分各項目の中から必要と
する項目を選定し、それらを相互に関連付けて設定することが大切となる
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が、笹森（2009）が、「１つの指導目標を設定したとしても、目標を達成
するためには、指導内容が複数の区分や項目に該当する場合も出てくる。」
と述べているように、複数の区分や項目を組み合わせて具体的な指導内容
を検討することが必要である。
Ⅴ　まとめと今後の課題
今回、高等学校教員を対象として、自立活動に関する意識調査を行っ
た。
学校教育法第 72条では、「障害による学習上又は生活上の困難を克服し
自立を図るために必要な知識技能を授けること」と明示されており、障害
の状態に応じて行う教科指導に加えて、障害に起因して生じる種々の学習
上・生活上の困難を改善・克服するために適切な指導領域としての自立活
動の重要性が述べられており、多様な障害をもつ児童生徒の理解や指導・
支援を行う際、学習内容と自立活動との関連を明らかにして指導を行うこ
との大切さが具体的に示されている。
今回の調査結果をみると、６区分27項目の「人間関係の形成」、「コミュ
ニケーション」が指導を行う上で重要な位置付けとなっており、指導を行
う際に実態把握はもちろんのこと、自立活動の区分及び項目を意識して指
導を行うことの重要性について十分理解することができた。
今後は、高等学校教員が自立活動についてさらに理解を深め、各自の教
科等で質の高い授業実践をしていく必要があるが、具体的には、自立活動
を導入するにあたり検討が必要として挙げられた、生徒の実態把握や適切
な支援方法、移行支援、保護者との連携、学校体制の整備等を中心に、検
討を重ねながら十分な対応ができるように整備することが求められる。
また、高等学校での実績を大学等の進学先や就労先へきちんとつないで
いく充実した学校におけるシステムを構築していく必要がある。
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